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第１ 本稿の位置づけ
法科大学院制度は今, 存続の岐路にある｡
急速な弁護士人口の増大に対して需要とのギャップは埋まらず, 司法修
習生の深刻な就職難を招いている
(１)
｡ 弁護士会では, 法曹人口の抑制政策と
法科大学院を法曹養成制度の中核として位置付けることを見直すべきとの
意見が次第に力を増している
(２)
｡ また, 法科大学院への入学者は急速に減少
し
(３)
, ついに, 予備試験志願者数が追い越した
(４)
｡ 法科大学院は, 費用と時間
がかかるのに司法試験合格率が低く将来が保障されないハイリスク・ロー
リターンの制度として, 学生や社会人から敬遠されていることを意味する｡
法科大学院を管轄する文科省は, 補助金の交付基準として, ①司法試験
の合格率が全国平均の２分の１以上, ②入試倍率が２倍以上, ③入学定員
に比した入学者が２分の１以上という交付基準を設けて, 法科大学院の統
廃合を進めてきたが, ついに, 法科大学院を５段階にランク付けして, 補
助金額をランクごとに区分けすることを公表した
(５)
｡
その結果, 多くの法科大学院では生き残りのため, 学校, 学生挙げての
司法試験への過剰適応現象が起こっている｡ 法科大学院は本来の人材育成
の目標を見失い, 迷走している｡
本稿は, もう一度, 司法改革の理念に立ち戻り, その反省に立ったうえ
で, 法科大学院制度ひいて法律家養成制度について, 改革のビジョンを示
そうとするものである｡
第２ 司法改革審議会意見書に対する建設的批判
１ 法化社会の進展という認識は正しかったのか？
｢国民生活の様々な場面における法曹需要は, 量的に増大すると
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ともに, 質的にますます多様化, 高度化することが予想される｡ そ
の要因としては, 経済・金融の国際化の進展や人権, 環境問題等の
地球的課題や国際犯罪等への対処, 知的財産権, 医療過誤, 労働関
係等の専門的知見を要する法的紛争の増加, ｢法の支配｣ を全国あ
まねく実現する前提となる弁護士人口の地域的偏在の是正 (いわゆ
る ｢ゼロ・ワン地域｣ の解消) の必要性, 社会経済や国民意識の変
化を背景とする ｢国民の社会生活上の医師｣ としての法曹の役割の
増大など, 枚挙に暇がない｡｣ (Ⅲの第１の１)
司法改革審議会意見書 (以下 ｢意見書｣ という) の上記抜粋部分は, 司
法の人的基盤の充実のための法科大学院の設置と毎年3,000人の増員を導
き出した有名な箇所である｡
しかし, 意見書が楽観的に描き出した法化社会の進展に伴う法曹需要の
増大は現実化しなかった｡ 法曹人口抑制論は, 歴史的事実そのものが意見
書の誤りを証明していると批判している
(６)
｡
では, 弁護士に対するニーズはなかった, と単純に結論づけてよいのか｡
この点, 棚瀬孝雄教授は, 社会の側に弁護士需要があるのか, という問
いに対しては, ｢弁護士需要≠法的需要 (ニーズ)｣ であることをまず押さ
える必要があるとし, 法的紛争の大きな部分が社会では弁護士の関与がな
く解決されているとしている｡ さらに, 弁護士が今日, 裁判の外の業務に
多く関わっていることから ｢弁護士需要≠訴訟需要｣ となってきているこ
とを指摘する｡ 最後に, 弁護士需要≠｢弁護士｣ 需要という不等号で旧来
型の ｢弁護士｣ が新たな需要にあわせて変わっていく必要性を述べている
(７)
｡
歴史的な流れとしての法化社会は, 国際化, 情報化, 専門化の中で間違
いなく進んでおり, 27年間弁護士として実務に携わってきた実感として,
意見書が基礎としていた法化社会の進展という立法事実は存在すると思う｡
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しかし, それがただちに ｢法曹｣ 業務への需要―需要家に対して経済的負
担を伴うもの―に結びつくことはない｡ 意見書は, 弁護士の活動領域の拡
大, アクセス拡充等の弁護士制度改革 (Ⅲ第３) という弁護士の自己改革
という方向性を打ち出した｡ しかし, 急速に増大する弁護士が社会のどの
課題に対しどのように活用されるのか, それを阻害する要因として何があ
り, どのような誘導策で克服していくのかという, 法的ニーズと法律家の
業務とをマッチさせる戦略論, 政策論の必要性の認識が甘かった｡
２ 法の支配の確立から ｢大きな司法｣ を導き出したことは正しかったか？
｢法の支配の理念に基づき, すべての当事者を対等の地位に置き,
公平な第三者が適正かつ透明な手続により公正な法的ルール・原理
に基づいて判断を示す司法部門が, 政治部門と並んで, ｢公共性の
空間｣ を支える柱とならなければならない｡
(中略) 21世紀の我が国社会にあっては, 司法の役割の重要性
が飛躍的に増大する｡ 国民が, 容易に自らの権利・利益を確保, 実
現できるよう, そして, 事前規制の廃止・緩和等に伴って, 弱い立
場の人が不当な不利益を受けることのないよう, 国民の間で起きる
様々な紛争が公正かつ透明な法的ルールの下で適正かつ迅速に解決
される仕組みが整備されなければならない｡ 21世紀社会の司法は,
紛争の解決を通じて, 予測可能で透明性が高く公正なルールを設定
し, ルール違反を的確にチェックするとともに, 権利・自由を侵害
された者に対し適切かつ迅速な救済をもたらすものでなければなら
ない｡ このことは, 我が国の社会の足腰を鍛え, グローバル化への
対応力の強化にも通じよう｡｣ (Ｉの第２の１)
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(１) 大きな司法論の現実～司法機関の強化は実現されたか？
意見書は ｢法の支配の確立｣ から司法の強化を導き出した｡ 本稿は日本
社会における法の支配の確立という政策目標の設定を支持する｡ 問題は,
現実はどうだったかである｡
まず司法部門の強化といっても, 現実には裁判所や検察庁の組織や予算
の拡充には十分に結びついておらず, 弁護士の量的増大のみが急速に進ん
だ
(８)
｡ 法曹一元制度は, 日弁連からの強い働きかけにも関わらず実現されな
かった｡ ｢国民の間で起きる様々な紛争が公正かつ透明な法的ルールの下
で適正かつ迅速に解決される仕組み｣ の整備が課題であるにもかかわらず,
裁判官の増員 (過疎地への適正配置を含む) や少額事件を含めた簡易裁判
所の人的強化など裁判所改革は不十分である｡ 急激な人口増による制度的
ひずみが弁護士界にのみ押しつけられているという批判が出るゆえんであ
る
(９)
｡
(２) 法制度改革の停滞～法的武器の未整備
法の支配といっても, 行政権力や多国籍企業などの社会権力に対する法
の支配を強化するための具体的改革は停滞している｡
行政権力による違法行為の統制に関しては, 平成16年に行政事件訴訟
法の改正がなされたが, たとえば原告適格の拡大は思ったほど見られず
(10)
,
行政事件訴訟法改正による環境訴訟における団体適格の付与も見送られた
ままである｡ 行政裁量の司法的統制も不十分である
(11)
｡
民事訴訟の分野で, 裁判の迅速化は一般的には進んでいるといえよう
(拙速主義との批判はひとまず措く
(12)
)｡ また新しく労働審判制度が始まり,
利用数が3,000件を超えて増大しており, 労働者の早期の権利救済上今ま
でになかった成果が出ている
(13)
｡
しかし, 巨大企業と市民との格差は開くばかりである｡ 訴訟の利用者は,
裁判によって, 重要な情報が入手でき, それに基づいて公正な判断が下さ
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れることを求めている｡ しかし, 日本版のディスカバリー制度 (訴訟前の
強力な証拠収集制度) はいまだ実現していない｡ 少額で大量の被害者が出
る消費者被害などにおいて, クラスアクションによる集団的な紛争の実効
的な救済・解決は一部これから動き出すところである
(14)
｡
裁判所による救済の手法は, 金銭の支払命令や目的物の引渡など伝統的
な救済の枠組から大きく発展していない｡ 作為を求める救済として, 刑罰
に裏付けられた DV の保護命令があるが, 全体の中では例外的な制度であ
る｡ 深刻な継続的な権利侵害に対して, 特定の作為・不作為を命じる民事
判決や仮処分命令の実効性をより高める制度改革ができていない｡
さらに, マスメディアによる名誉毀損で低額の賠償しか得られないケー
スのように, 想定される損害賠償額が紛争抑止の実効性を欠いていたり,
解雇による精神的苦痛など無形の損害に対する評価が一般に低すぎて, 現
実的な救済たり得ないなど, 賠償額の見直しもあまり進んでいない｡
このように, 意見書から10年以上を経過して, 本丸ともいうべき ｢頼
りがいのある司法｣ の権利救済システム改革については, 重要な課題が後
回しにされている｡ 司法改革が進められている中, 裁判の利用者はむしろ
減少している
(15)
｡
こうして司法サービスの品質改善は劇的には進まず, 利用者たる国民の
顕在的司法ニーズは統計上は減退しているにもかかわらず, サービス供給
側の弁護士人口のみが増大した結果, 司法界におけるサービスの需給バラ
ンスが崩れて, 弁護士の経済的基盤が脅かされている｡ 弁護士の多くは,
司法改革を進めるなら, ｢我により切れ味のある法的武器を与えよ｣ と叫
んでいるのが実情なのである
(16)
｡
(３) 弁護士業の二重の意味でのビジネス化
第３に, 法の支配とセットになった規制緩和によって, 弁護士業務の主
流がビジネス法務へ大きくシフトしたことと, 司法分野に正面から競争原
法
律
家
養
成
制
度
改
革
論
6(638) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
理を持ち込まれた結果, 市民法務分野を含めてサービス業としての競争原
理が浸透したことをあげなければならない｡
司法改革は, アメリカ型の新自由主義に立脚した小泉改革の文脈の中で
進められた｡ 自立した競争力ある個人を国民モデルとし, 規制緩和と地方
分権による行政組織の縮小で個人や企業の自由競争を高めて社会経済を活
性化させる一方で, 市場の失敗に対する事後規制・救済部門としての司法
を強化するという ｢国のかたち｣ が想定されていた｡
規制緩和という産業政策の文脈での法の支配は, 市場プレーヤーの基本
的ルールの厳守と違反者への制裁 (事後規制) という基本的仕組みによっ
て機能する｡ その結果, 企業のガバナンスやコンプライアンスを徹底させ
ることになり, 法がビジネス法分野に浸透していくモメンタムを持つ｡ そ
れは企業側に法遵守を迫る企業法務と, 企業に対抗する形で, 消費者・労
働者を集団的・定型的に救済しようとする新しい法務を産み出す｡ 司法改
革が打ち出した法の支配の徹底は, 企業法務・市民法務の需要拡大につな
がり, 新しい法曹の主たる専門化分野となることが想定されていた｡ しか
し, 市民法務の需要拡大の期待は裏切られた｡
他方で, 法曹人口の増大は, 長年悪くいえば ｢殿様商売｣ を展開できて
いた市民弁護士の間に激しい自由競争原理を持ち込んだ
(17)
｡ 企業法務分野に
おいては, 弁護士の組織化 (法人化・大規模化) や専門化が急速に進んだ｡
市民法務分野においては, 従来型の訴訟業務や民事一般の法律業務を行う
傍ら, プロボノ活動として人権擁護活動を個人事務所として行う典型的な
市民弁護士の市場競争力が弱体化した｡ まず広告の自由化によって, 大量
宣伝を行って顧客を集客する全国展開型の新興大規模法律事務所や司法書
士事務所にサラ金の過払い事件や未払残業代請求等の業務を奪われた｡ さ
らに, 弁護士会や自治体からの事件配分機会が激減し, 裁判所周辺から市
民の生活基盤に近い ｢駅前｣ に展開した個人法律事務所に, 離婚事件など
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の一般市民事件が拡散した｡ 大都市および地方において市民中心の業務を
行ってきたベテランあるいは中堅弁護士層から, ｢質の低下｣ 等を理由と
した弁護士人口増に対して激しい反発がもたらされるのは, この層に司法
改革による負の経済的影響がもっとも集中的に及んできたことと無関係で
はない｡
そこから, 総体としての人権擁護機能の維持のためにも, 法曹人口の抑
制と自由競争の制限が強く主張されるのに対して, それは弁護士の特権意
識の表れだとの反批判が繰り返されてきたのである｡
(４) 法曹モデルの対立の先鋭化
この論争を突き詰めれば, 焦点は法曹の定義ないしモデル論に行きつく｡
司法という３権分立の一部門の構成員として, 裁判官, 検察官, 弁護士は,
正義を内包する法を用いて, 国民の権利を守る最後の砦としての役割を負
う, このような伝統的かつ純化された法曹モデルからすれば, ビジネス化
の進展と競争主義, 法曹の大衆化は, その公的性格とは相容れない｡ 競争
社会における被害者の事後救済は少数者の人権保護という機能を持つが,
誤解を恐れずにいえば一種の社会の ｢どぶさらい｣ 的な面がある｡ 司法は,
行き場のない国民の最後の駆け込み寺であり, 本質的に受け身の仕事であ
るにもかかわらず, その仕事に就労する人が増えすぎると, 仕事のために
｢どぶ｣ を作り出すという本末転倒の事態すら生じてしまう, だから司法
の担い手は少数精鋭で等質性を維持することが肝要なのだ, と批判するの
である
(18)
｡
他方で, 意見書に内包されていた多様化モデルは, 法律家の市民社会,
企業社会等への進出を前提にその量的拡大と大衆化を是とし, その反面と
しての競争原理の導入を一定程度許容する｡ 法曹という法の支配の担い手
を社会の ｢現場｣ 近くに広く送り込み, 行政活動や事業活動の現場, ある
いは私的空間に法を浸透させようとするものである｡ しかし, 多様化はそ
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の均質性を失わせる契機を含むから, 法曹のコアとなる共通価値は何なの
かが厳しく問われることになる｡
このように, 法の支配の確立という理念のもとで新旧の法曹モデルが対
立していたのであるから, 意見書は, 司法改革のもとでの法曹の再定義に
踏み込むべきだったのである｡ その際, コアの価値を維持したうえでの法
曹の多様化・高度化 (それは一定の量的拡大を伴う) こそが, 法の支配の
強化に結びつくことを, より意識的に打ち出すべきであった｡
３ 社会生活上の医師論は適切だったか？
｢国民が, 自律的存在として主体的に社会生活関係を形成してい
くためには, 各人の置かれた具体的生活状況ないしニーズに即した
法的サービスを提供することができる法曹の協力を得ることが不可
欠である｡ 国民がその健康を保持する上で医師の存在が不可欠であ
るように, 法曹はいわば ｢国民の社会生活上の医師｣ の役割を果た
すべき存在である｡｣ (Ⅰの第２の２)
(１) 社会的な病の特定と法律家の対応可能性
｢国民の社会生活上の医師｣ という言葉は, 多くの弁護士にとって司法
改革への求心力を強めた印象的なフレーズであった｡
しかし, 現実には, 医師不足は現在, 全国で顕在化しているが, 法的ニー
ズは弁護士への需要 (対価性を前提) として顕在化していない｡ 人間コミュ
ニティに医師は不可欠だが, 伝統的な意味での ｢弁護士｣ がコミュニティ
の問題解決に不可欠だと考える市民は多くないであろう｡ 医療保険にみあ
う制度もない中, ｢弁護士｣ が扱うにふさわしい対象領域は ｢よほどの場
合｣ に限定されてきたのである
(19)
｡
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それでもあえて法曹を ｢国民の社会生活上の医師｣ として広い文脈の中
・・・・・・
に位置付け直すのであれば, 単なるイメージ論ではなく, 法曹による ｢診
療｣ 対象となる ｢社会生活上の｣ ｢病｣ の範囲を, 利用者たる国民にわか
・・・・・・
りやすく具体的に提示する必要がある｡
(２) 政府の失敗, 市場の失敗
まず事前の規制緩和とセットになった, 政府の失敗, あるいは市場の失
敗により顕在化した個別具体的な紛争に対して, 過去の事実を確定し, そ
れに対して既存の法を解釈・適用して紛争を事後的に解決するという ｢法
解釈｣ 専門家として役割がある｡ 大規模な消費者被害の救済 (110番運動)
や労働審判制度の活用による労働者の救済は, 正義の回復, 法に基づく資
源の再分配であり, まさに ｢国民の社会生活上の医師｣ の活動にふさわし
い｡ 裁判という外科的療法による社会の ｢治療｣ (cure) に該当する｡
(３) 司法的管理 (care) の必要性
しかし, 今日, 回顧的, 一回的, 裁断的な損害賠償などの伝統的救済手
法だけでは, 実効性がない問題が増大してきている｡ 問題を抱える対象者
を一時的または恒常的に司法的管理下においたうえで, その問題を克服す
る, いわば慢性的社会疾患に対する内科的・総合的な対処法 (care) の確
立が急務なのである｡
まず, 離婚に伴う子どもの取り合いの問題をあげてみよう｡
単独親権を前提とする現制度のもと, 離婚にあたっては, 調停や審判で
親権を一方の親に定めたうえで, 非監護親に対しては面会交流の機会を保
障する取り決めを行う｡
しかし, 感情が激しく対立する当事者間では, 合意が困難なだけでなく,
合意や裁判所の審判事項の実施にも多大な困難が伴う｡ そこで, 子どもが
成人するまでの長い期間, 対立する親・家族同士の間で, 弁護士や裁判所
も, 後見的に当事者間のルールの運用について監視し, 指導することが必
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要となる｡ 子の福祉のための継続的な管理的業務へのニーズは高いのだが,
制度化が追いついていない｡
次に, 犯罪者の更生についての法曹の関与は判決までであり, そこから
先, 仮に犯罪者の更生に尽力する弁護士等がいたとしても, 個人的ボラン
ティアの領域として位置付けられてきた｡ しかし, 犯罪の予防と犯罪者の
更生は, 主として福祉の領域の問題とはいえ, 人権擁護と社会正義の実現
という弁護士の使命と直結している｡ 保護司が高齢化してなり手が見つか
りにくい中で, 行政や NPO と連携しつつ法律家が継続的に犯罪者の更生
に関与する活動が始まっている
(20)
｡
問題は, 支援業務に対する財源の確保であり, 公的財源の確保は極めて
困難であろう｡ しかし, 社会的弱者が最終的には自治体の負担につながる
生活保護等に行きつくことを考えれば, 自治体がその予防を含めて, 有償
で法律家と連携し, あるいは法律家を積極的に内部に登用して問題に対処
する可能性は十分にある
(21)
｡ プロボノ業務から出発するとしても, 行政や
NPO との連携の中で成果をあげ, 制度化していく努力が必要なのである｡
(４) コミュニティーローヤーや自治体弁護士
近年, 法律扶助を活用しながら, 貧困, 借金, 生活保護, 年金など, 福
祉法分野で活躍する弁護士が増加している｡ しかし, 貧困をめぐる諸問題
に対する法的貢献は限定的である｡ 自立困難な本人は, 疾病, 失業, 貧困
や孤立, 知識・習慣等の多様な問題を抱え, 医療, 就労, 福祉, 教育等の
多様な支援が必要だからである｡
福祉分野での法律家の役割は, ケースワーカー, NPO, 地域の事業者,
自治会の役員らのサポート役であり, 福祉チームの一員となることである｡
経済的には報われないが, コミュニティーの頼れる相談役として, 家事事
件等の通常業務に結び付ける業務モデルが想定できる
(22)
｡
また, 弁護士やロースクール修了生を自治体の法務担当者として採用す
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る動きが一部地方自治体で始まっている｡ その業務の一つの柱は, 担当者
の日常業務に伴うさまざまな法律問題への相談であり, 窓口担当者に寄せ
られる市民からのクレームへの対応も含まれる｡ 担当者の心理的・時間的
負担を軽減し, 行政効率をあげる成果につながっている｡ また, 自治体独
自の法的サポート制度の整備なども工夫されつつある｡ こうして, 従来の
訴訟担当中心の自治体顧問弁護士とは異なる新しい自治体の法律家が生れ
ている
(23)
｡
これらの新しい法律家像に対しては, ｢そもそも福祉分野といった分野
は行政問題である｡ 弁護士の仕事ではない｡｣ ｢福祉問題については行政の
財源を確保すればかなりは解決する｣ との否定的見解も存在する
(24)
｡ しかし,
格差が拡大する中, 人権の擁護と社会正義の実現が何よりも求められてい
るのは, 福祉の分野であり, しかも命や日々の暮らしやの問題は, 事後救
済では追いつかない問題である｡ 財源確保はもちろん必要であるが, 各種
専門家との協働による取り組みの成果を積み上げ, 法律家も関与する ｢チー
ム福祉｣ により, 違いを生み出せることを実証していく方が生産的である｡
(５) 企業内部における弁護士の役割
そもそも刑事裁判や民事の損害賠償裁判における法的判断は, 過去の事
実を主張と証拠によって認定し, それに法を適用して結論を出すことを特
徴とする｡ 時間的には過去志向であり, 定性的判断 (無罪か有罪か, 責任
があるかないか) を先決したうえで, 定量的判断 (量刑はどうするか, 賠
償としていくら支払うべきか) に移る｡ 法律家は, 過去に生じた事実につ
いての証拠を収集し, 主張を組み立て, 法的判断を行うが, 対象事象に主
体として関与することは原則としてない｡
それに対して, ビジネスの世界の法的判断は, 現時点での不完全な情報
をもとに, 選択肢を特定したうえで, 結果が不確実な中で, より適正な決
断をしていくリスク判断である
(25)
｡ 時間的には未来志向であり, 想定される
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結果とそれが生じる確率とを乗じる確率的判断である｡ 法律家は, 自らの
判断とそれに基づく行動 (通知や交渉など) によって, プレーヤーとして
困難な事態を切り開く役割を負う｡
企業 (多くは法人) は社会的存在であり, 大きな社会的影響力を持つ｡
そこで, 法人組織の適正な意思決定のためにガバナンスの諸制度があり,
暴走への内在的ブレーキとして, コンプライアンス体制が組み込まれなけ
ればならない｡ 企業内への法律家の配置は, リスクを内包する意思決定の
現場に防波堤を構築することを意味する｡ 資格は決め手ではないものの,
独立性を後押しする機能を持つ｡ と同時に, 適正な法務戦略は安定した業
績を生み出すエンジンにもなりうる｡ 巨大リスクが法人の意思決定に内在
するとともに, 国際競争が激化している今日, 未然防止と成長戦略を担う
企業内部の人材もまた, 組織の健康リスク管理と体力増進を担う社会生活
上の医師的な役割を負うのである｡
(６) 社会生活上の医師論から一歩先へ
医師にも公衆衛生や産業医まで幅広い分野があるように, 法律家にも,
司法的ケア, コミュニティ法務, 企業の予防法務や契約法務など多様な専
門分野が生れている｡ また, 医師同様, 法律家も, 規模やロケーションだ
けでなく, 企業や行政内部など, 進出先が多様化することも必然である｡
さらには, 社会的病理に対する解決のシステムを構想・提言し, あるい
は構築された社会システムが予定した機能・目的に沿って運用されている
かを管理する ｢社会制度の設計士・管理士｣ の役割も重要である｡ 国や地
方自治体などの立法を含む政策法務以外にも, 企業, 行政, NPO 等の諸
組織の組織デザインや戦略立案, 運営面でのチェック機能の強化が含まれ
る｡
このように, 意見書の ｢社会生活上の医師｣ 論は, そこから多様な法律
家のイメージを具体化する点に課題があった｡ これからの法律家は, 社会
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的問題の解決役として, 法解釈にとどまらず, ビジネスや政策法務もわか
るハイブリッド型の専門家, あるいは, 社会的な課題に取り組む専門家チー
ムのコーディネーターへと脱皮していかなければならない｡
意見書の社会生活上の医師論を支持し, 補充する本稿の立場からすれば,
その出身母体と教育内容における多様性の確保こそが真の課題となる｡
第３ 法曹 (法律家) の再定義
１ 再定義の必要性と新しい革袋
伝統的法曹モデルと, 多様化モデルとの対立の先鋭化は, 多様化モデル
下における ｢法曹｣ はいったいどのような法的サービスを担う人なのか,
それは法曹が担うべき業務なのか, 多様な業務を通じて法曹として共有さ
れるべきコアの能力・資質・行動原理とは何か, という, 再定義の必要性
にたどりつく
(26)
｡
そのとき, 新しい酒は新しい革袋に入れるべきではないかとまず問いた
い｡ すなわち, ｢法曹｣ の再定義の前提として, ｢法曹｣ という言葉を ｢法
律家｣ に改めたい
(27)
｡
法曹の ｢曹｣ は獄を治める裁判官, 役所, 役人, とも, つれ等を意味す
る
(28)
｡ 日本において戦前, 裁判官と検察官の志望者は司法官試補という有給
の官吏として研鑽したのに対して, 弁護士志望者は弁護士補として無給の
研修を受けた｡ ようやく戦後に同一試験を通った仲間として同列に位置づ
けられ ｢法曹三者｣ となった｡ この ｢統一修習｣ が実現した理由は, 弁護
士会などが主張していた法曹一元制の導入に裁判所が反対するうえで, 司
法官試補に弁護修習をさせる一方で, 弁護士試補も司法官試補と同等の修
習と待遇を得させることとし, 弁護士会との利害が一致したからだという
(29)
｡
｢裁判業務｣ や ｢官｣ だけに捕らわれない, 多様な法律家養成を課題と
するのであれば, ｢法曹｣ という語を ｢法律家｣ に改めたうえで, ｢他職と
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差異化する汎用性のある法律家の能力やスキルは何か｣ という観点から法
律家の再定義を行うべきである｡
２ 法律家の能力の再定義
私は, 法律家の持つ能力 (社会的機能とも言い換えられる) を, ｢①関
係者の利害が対立したり複雑に絡み合う中で問題を発見・特定し, ②事実
を多面的, 客観的に把握し, ③専門的な法的知識を使って, ④正義にかな
いかつその状況に適合する法規範その他のルールを発見して, ⑤倫理的行
動規範を守りつつ, ⑥適正な判断をもとに関係者を説得していく能力｣ と
再定義したい
(30)
｡
①は法律家が求められる場面設定に関係する｡ 法律家は紛争の渦中に一
方当事者の代理人, 公益代表あるいは裁定者等として, その解決のために
踏み込んでいく｡ その意味では, 紛争を前提にする再定義も十分にありう
る｡ しかし, 紛争が顕在化していない段階や, 共有された目標のもとでも
意見や利害の対立があるためにその調整が必要な場面 (組織運営など) で
も, 法律家は, 問題点を発見, 特定して, その解決のための役割を果たし
うる｡ よって, あえて活動場面を紛争に限定していない｡
②は法律家の重要なスキルである｡ 法律家は, 証拠に基づく事実認定の
訓練を積むともに, 事実の不確実さや流動性を意識して, 客観的かつ多面
的に (立場を変えて) 事実を見ることを習慣づけられている｡ 事実分析は
紛争の正しい解決の大前提である｡
③は医師が高度の医学的知識を有することとパラレルに, 法律家がプロ
フェッションとして一般人と自らを差異化する基本的条件である｡
④は, 法律家による事案の文脈に適した法の選択と解釈・適用 (法援用)
である｡ ただし, あえて ｢その他のルール｣ を入れているのは, 実際の紛
争解決や利害調整にあたっては, 道徳, 感情, あるいは経済的な利害など
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当事者が置かれている現実社会の諸要素も加味したルールを確立すること
が重要であり, 法律を四角四面に適用することだけが有能な法律家とはい
えないからである
(31)
｡
⑤は, 専門職倫理と言われるもので, プロフェッションとしての独立性
の基盤である｡ 資格を付与された法律家は, 依頼者への忠誠を超えた職業
倫理を負い, 職業団体的統制のもとで, 具体的行動を規律していることが,
法律家への社会的信頼の重要な源泉である｡
最後に, ⑥法律家は評論家ではなく, 実践家である｡ 正当な法的判断を
示すだけでなく, 関係者を説得して, 紛争を解決したり, 利害調整をして,
当事者の新たな関係性を築いていく｡ 紛争解決よりも幅広く, 関係者の利
害調整を含めた説得活動の主体としてとらえている｡
３ 存在目的
法律家の存在目的については, ｢弁護士は, 法令および法律事務に精通
(弁護士法２条参照) し, 一般の法律事務を行うことを職務とする (同３
条１項参照)｡｣ という価値中立的な規定も可能である｡ 弁護士業務は, 一
般に, 金銭的対価を顧客に要求するサービス業であり, 必ずしも常に人権
擁護や社会正義の実現に直接的に関係するものではないからである｡
しかし, 法律家と法廷業務とを必然の関係とはみなさない多様化モデル
の下だからこそ, 弁護士の公共性をプロフェッションとしての性格付けの
柱として位置づけなければならない｡ 弁護士は, 単に, 道具としての法律
について専門的知識とそれを用いる技能を持っているだけではなく, それ
を何のために使うのか, という価値判断を常に迫られる職業である｡ 人類
が到達した普遍的価値であり, 憲法秩序の根本である基本的人権の擁護と,
社会正義の実現という公共的使命 (弁護士法１条) は, 弁護士, ひいて法
律家の究極の存在目的として維持・発展されるべきである
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とはいえ, 弁護士の多様化やビジネス化は, 間違いなく, その職業文化
的な等質性や１条の精神を希薄化し, 弁護士自治の足元を脅かす｡ 多様化・
大量化・競争という拡散のベクトルが働く中で, 弁護士の公共的使命や職
業的自治を制度的に維持していくことは, 困難だが克服しなければならな
い課題である｡
第４ 法律家養成制度の改革の方向性
１ ｢顧客｣ 指向を目指す出口論と入口論
アップル創業者の故スティーブ・ジョブスは, ｢まず消費者が求めてい
るものを考えてから, 技術開発に向かうべきだ｡ 技術開発してから, さて
どうやって売ろうかと考えるのはだめだ｡｣ と言ったそうである
(32)
｡ 技術開
発を制度改革, 商品を法律家 (弁護士) と読み替えれば, 司法改革のつま
ずきにもあてはまる｡
法律家はとかく理念の正当性や, それを実現するための手段の合理性に
議論を集中させがちであるが, 現実の制度がうまく機能するために重要な
ことは, その制度を利用する顧客指向を徹底することである｡
では, 法律家養成制度は誰のためにあるか, というと, ひとつには, 法
律家のサービスを必要とする需要家のためにある｡ とすれば, 制度改革は,
新しい法律家が供給されていく先である社会, つまり行政, 企業, NPO,
市民というセクターごとに, より具体的にニーズを把握し, それを取り込
まなければならない｡ このように, 人材の輩出先, 供給先のニーズからの
視点を ｢出口論｣ と呼びたい｡
他方で, 法律家養成制度は, その制度を通過して法律家になることを目
指す制度利用者 (学生) のための教育制度である｡ そうだとすれば, 学生
のニーズに応える公正で合理的な制度改革が必要である｡ また, 法科大学
院, 司法試験, 司法研修所, 実務界は, それぞれ運営監督主体が異なるが,
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縦割りの弊害は制度を通過していく彼らにしわ寄せされる｡ このように,
法律家になろうとする学生からの横断的視点を ｢入口論｣ と呼ぼう｡
この２つの観点は制度改革の意思決定の在り方にも反映されなければな
らない｡ 出口論からは, 伝統的な人材供給先である法曹界以外の多様な需
要者もステークホルダーであって, その議論への参加を広く求めるべきな
のである｡ 他方, これまで入口論から, 学生側の意見を制度設計に反映さ
せることは皆無といってよかった｡ 法科大学院の乱立と合格率の低下とい
う歴史的事実一つとっても, 大学側の個別的利益が前面に出た結果であり,
学生代表の声があれば, 一定程度抑止しえたかもしれないのである｡
２ 出口論から求められるもの～多様性と品質保証
出口論から法律家養成制度に求められるものは, 多様性の確保と新時代
の法律家としての最低限の ｢品質保証｣ である｡
問題は, 多様性と品質保証が矛盾する関係に立ちうることである｡
現在のロースクールは, 品質保証としての司法試験が, 幅広い相当量に
及ぶ法的知識と高度の事務処理能力を要求し, 低い合格率のもとで単一尺
度の競争試験として機能しているため, 法学部出身者の優位性を確固たる
ものとし, 多様な人材の参入の障壁となっている｡ それどころか, 法学部
出身者にとってすらリスクが高すぎる制度として敬遠される傾向が強くなっ
ている｡
そのため, 第一には, 品質保証制度の見直し, つまり司法試験の見直し
が不可欠である｡ 多様な分野に進出していくことを想定したロースクール
修了時 (出口) において, 法律家の再定義に照らして, どの程度の知識・
能力が必要とされるのか, つまり人材供給先からバックキャストして, 司
法試験で測られるべき知識・能力とは何なのかを再検討する必要がある｡
第二には, 多様性を確保する仕組みの再整備である｡ 現在の未修者制度
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を見直し, 社会人や非法学部生に法律家を目指そうというインセンティブ
と安心感を与える改革が必要である｡
３ 入口論から求められるもの～法科大学院のスリム化, 差異化, セーフ
ティネット
ハイリスク・ローリターンという制度の欠陥の修正を求める学生のニー
ズからすれば, 乱立した法科大学院の統廃合, 入学者定員の適正化という
スリム化政策はやむを得ない｡ 法律家の不適格者の選別はできりかぎり前
倒しで行うことが本人の人生のためにも, また社会的効率性からも望まし
い｡ 専門職教育は, 入口で養成人数を制限し, 丁寧に人材育成をすべきな
のである｡
次に, 学生にとって, 社会が要求する多様な法律家のモデルとその方向
に進むための勉学の在り方がカリキュラム上, 明確になっていることが望
ましい｡ 伝統的法曹モデル以外に, 国際, 企業, 行政弁護士モデルなどを
想定し, 関連科目を体系的に整備する｡ さらに, それらの進路分野に合わ
せた学修が司法試験準備と矛盾しない制度設計が大事である｡ 学生の出身
と進路と学修と司法試験の方向性が, 線としてつながる改革が望まれる｡
最後に, 法科大学院でしっかり学修し修了していれば, 合格不合格に関
わらず, 就職先を見つけることができるセーフティネットを政策的に設け
ていくことが必要である｡
第５ 具体的な改革案
１ 改革案１ 人材活用の可視化 (デザイン) 戦略としての新しい弁護士
資格の創設
(１) 類型化・可視化の有効性
法科大学院出身の弁護士が法律事務所に限らない多様な分野で活躍する
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ためには, 出口である需要家側, たとえば企業や行政から, 法科大学院が
どのような人材にどのような教育を行ってどのような能力と資質を備えさ
せたのか, 人材の ｢品質｣ がどのように保証されているのかが見えること
が大切であろう｡ いわば養成された人材の能力の類型化・可視化である｡
他方で, 法科大学院に進学しようとする側からも, 法科大学院が求める
多様な人材とその人材にどのような教育がなされ, その結果としてどのよ
うな資格が与えられ, その資格をもって活躍できる分野が見えることが重
要である｡
(２) 新しい弁護士資格の創設
そこで, 私は, 弁護士資格について, 法廷内外の業務すべてができるい
わばオールマイティな従来型の弁護士資格とは別に, 国際法務弁護士, 企
業法務弁護士, 行政法務弁護士という専門分野に特化した弁護士資格 (特
定法務弁護士資格) を新たに設けることを提案する｡ これらの３つの資格
はいずれも法廷外業務であり, 法廷業務が可能な従来の弁護士資格との業
務の棲み分けを明確にする｡
この資格試験は, 司法試験から１ヶ月後くらいに, 別途特定法務弁護士
試験の試験日を設けて, 各分野に関連する総合的な新科目を別途追加受験
する｡ 試験科目は, 必修科目を絞り (司法試験の該当科目の成績をそのま
ま流用する), 選択科目および新しく設定する新科目により専門性へのイ
ンセンティブをつける (別表のとおり)｡ これらの合計点が一定水準に達
している者を合格者とする｡ 現行の司法試験と, 新資格用の司法試験の双
方を受験することが可能だが, 後者のみを目的として受験することもでき
る｡
新たな弁護士資格によっては法廷業務を担当できず, それぞれの資格領
域での法廷外の専門的法律業務に従事する｡ また, 新しい弁護士資格につ
いては, 司法研修所の研修に替わって, 関連する分野での弁護士補として
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５年の実務経験を要求する｡
(３) 国際法務弁護士
まず, 国際法務弁護士は, 日本法をベースとしながらも, 語学力を生か
して, 企業の海外進出や国際交渉の分野で活躍する弁護士に与えられる資
格である｡
国際法務弁護士を目指す層としては, 帰国子女, 留学者など国際的バッ
クグランドのある人や将来外国で法律を使って仕事をしたい人である｡ 商
社や国際機関で働いている社会人も対象となる｡ TOEFL など語学点も加
算して語学力が試験に直接的に有利になるようにし, 英文契約書や国際取
引についての問題を出す国際法務という新実務科目で, 経験者は有利性を
発揮することが可能となる｡
合格後, 国際法務弁護士補として, 企業や官庁, 国際機関や国際 NGO
や渉外法律事務所など所定の分野で実務を５年以上経験すれば国際法務弁
護士となる｡
(４) 企業法務弁護士
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カテゴリー 従来型法曹 国際法務弁護士 企業法務弁護士 行政法務弁護士
試験 司法試験 特定法務弁護士試験 左同 左同
必修Ｉ
憲・民・刑・商・
民訴・刑訴・行政
憲・民・刑・商 憲・民・刑・商
憲・民・刑・行
政
必修Ⅱ 起案テスト 国際法務 企業法務 行政法務
選択 (廃止)
国際私法・国際公法・知
財から１科目
破産・知財・経
済・税・国際私
法から１科目
社会福祉・環境
から１科目選択
その他 語学 (民間試験代替)
研修 司法研修所１年 弁護士補として５年 左同 左同
プロボノ 修習に組み込む 国際機関・NGO 等 公益法人等 社会福祉法人等
資格業務 法律業務一般 法廷外国際業務 法廷外企業法務 法廷外行政法務
進出先
法曹界・企業・行
政
法律事務所・国際企業・
国際機関・NGO
企業・コンサル
業界
行政・コンサル
業界
企業法務弁護士は, 企業法務についての高度の専門知識だけでなく, ビ
ジネスに関してバックグランドを持つハイブリッド型弁護士を想定してい
る｡
それを目指す層としては, すでにビジネス経験のある社会人や MBA 取
得者, ビジネス法に高度に特化したい者である｡
必修の ｢企業法務｣ では, 財務諸表の見方など財務・会計の基礎知識を
前提に, M&A や企業取引の法的リスクを問う問題を出す｡
合格後は, 企業法務弁護士補として, ５年間企業内や法律事務所で企業
法務に従事し, その後社内弁護士ないしはコンサルタントとしてビジネス
法に特化した業務を行う｡
(５) 行政法務弁護士
行政法務弁護士は, まちづくりや住民福祉にコミュニティ側から携わっ
たり, 行政に入って自治体業務を行う弁護士である｡
行政法務弁護士を目指す層は, 行政や福祉分野の出身者の他, 公益的な
法務に携わることを目標とする者である｡
｢行政法務｣ という新科目では, 地方自治法の知識も前提として, 行政
の政策法務を問う問題も出す｡
合格後は, 中央官庁や地方自治体が任期制公務員として公務員試験とは
別枠で採用するか (制度的担保が必要), 社会福祉法人や行政関連の NPO
など５年間, 行政法務弁護士補として法廷外活動を行い, その後, 公務員
や行政法務コンサルタントとして活動する｡
(６) 合格者数
ロースクールの総定員が3,000名程度までで今後維持されることを前提
として, 従来型の司法試験合格者が1,500人, 特定法務弁護士は合計1,000
人といったイメージを持っている (両者の合計は単純に2,500名にはなら
ず, 両試験の二重受験を認めることで相当数の重複が出る)｡ また特定法
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務弁護士試験は, 競争試験ではなく, 純粋の資格試験として設計すべきだ
と考えるが, 合格水準の絶対値が安定化するまでは, 受験者の７割前後が
合格するレベルを設定すべきだろう｡
なお, ロースクールが新制度向けにコースを乱立して定員を増やすと同
じ過ちを犯すことになる｡ 新しい資格については, 社会的な実績と理解が
まだないから, 養成人数を政策的に絞って優秀な人材を送り出すことが先
決である｡
なお, 特定弁護士補としての資格を得ても, 特定弁護士資格を得るため
に５年の研修を義務付ける以上は, 研修先を見つけることを本人の自己責
任にはせず, 企業や自治体に対して新資格者を期間付社員ないし任期制公
務員等として採用する制度的担保 (税制優遇や研修費の補助, 公務員試験
の免除など) が必要である｡
(７) 弁護士法第５条２項イ, ロの特例認定弁護士資格との関係
新しい弁護士資格のヒントは弁護士法５条２項の特例認定弁護士資格制
度にある｡
同項イは, 司法試験に合格して, ７年間企業法務の専門職にあった者に,
同項ロは７年間行政法務の専門職にあった者に, 司法修習を経ずに弁護士
資格を付与する特例である｡ その制度趣旨は, 様々な法律に関する実務経
験を経て, 高度の専門職能力を備えた者につき, その経験や専門性を活用
する道を開くこと, つまり法曹の多様化・専門化にある
(33)
｡
そこで, 法律家の養成ルートを多様化し, その専門性を高めるという制
度趣旨をさらに徹底して, 司法試験科目そのものにも多様性を持たせ, ロー
スクールの学修プロセスを含めて点から線への教育制度にすることが新資
格の狙いである｡ また, 資格に伴う業務領域も差異化すれば, 学生側も企
業・行政側も, その固有のニーズにあった新しい弁護士像が見えやすくな
るはずである｡ 同じような新人弁護士が同じ就職先に殺到することを防ぎ,
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進路を拡散させることにつながる｡ と同時に, 司法修習における給費制が
廃止された現制度のもとでは, 早期の経済的自立を求める学生の要求にこ
たえる面もある｡
(８) 予想される反対論について
第一に, 新資格の創設は, 弁護士人口の増大と競争の激化を一層進めか
ねない｡ これまで増員の負の影響を比較的受けなかった専門的なビジネス
弁護士からも警戒される可能性があるし, 司法改革の中でも競争力を維持
してきた, 顧問会社を一定数持ちつつ訴訟その他の法律業務を手広く行っ
てきた都市型弁護士にとっても, 特定法務分野に強い弁護士の出現は脅威
に映るだろう｡ 企業法務弁護士についても, 将来独立をすれば, 既存の弁
護士の業務とのオーバーラップが大きいからである｡
しかし, 新資格の取得には５年間の実務経験が必要であるから, 既存の
ビジネスローヤーは守りに入るのではなく, 逆に企業と提携しつつ, 先進
的な知識と能力を有する企業法務弁護士補を新戦力として有効活用して,
激動する国際法務や企業法務のニーズに積極的に応えていくことでむしろ
業務を発展させることを考えるべきである｡
また, 人数を従来型と新資格とあわせても現行試験合格者数と大きく変
わらない設計を提案しているのは, 現行程度の新規参入数のもとでの多様
化を促進する趣旨を込めている｡
第二に, 新資格は, 法曹三者の統一修習制度を崩壊させ, 非 ｢弁護士｣
に資格を与え, さらには種別を設けることで公益の実現者たるプロフェッ
ションの等質性を否定し, ひいて弁護士自治を脅かすという厳しい理念的
批判があるだろう｡
しかし, 実務修習 (研修) は養成を狙う人材に適合的な設計にすべきで
あり, 現行の司法修習が唯一絶対の教育制度ではない｡ ユーザーオリエン
テッドな制度設計にすれば実務修習の在り方は変わって当然である｡ 等質
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性批判は, 弁護士の再定義の問題に帰する｡ 他方で, 企業や行政内部の弁
護士の増大が, 弁護士会の在野性を希薄化し, 弁護士法１条の理念のもと
での統合を困難にするという危惧は正当なものだろう｡ とはいえ, 多様化
の中でいかにして会員の意思を統合していくべきかは, 民主的な組織運営
上の永遠の課題であり, その課題ゆえに多様化を阻止することは, 結局,
総体としての弁護士の社会的機能の弱体化をもたらすだろう｡
第三に, 司法改革を推進してきた立場からは, 弁護士資格は１つとして
多様化を推し進めればよく, 資格の多様化のデメリット (弁護士自治の弱
体化など) の方が大きいと批判されるだろう｡ 確かに, 弁護士法５条２項
イロの認定弁護士制度がある中, その要件を緩和するとともに, 司法試験
の改革を進める道がより現実的なのかもしれない
(34)
｡
しかし, 求められる法的サービスの系列ごとにわかりやすく資格を変え
ることは, 制度のデザインとして, サービスの利用者からも資格取得を目
指す人からもわかりやすい (名は体を表す)｡ 新資格の創設は, 特定法務
を扱う新しいタイプの弁護士として明示することで, 出口, 入口の双方か
ら見えやすくして, 学生・需要家のニーズとそれに見合った教育内容との
マッチングを進める, 意見書に欠けていた ｢制度のデザイン戦略｣ なので
ある｡
２ 改革案２ 司法修習改革および特定法務弁護士補の実務研修の設計
現在の司法修習における司法修習生の主体性を強化するため, 社会修習
プログラムと弁護修習プログラムをうまく連動させて, 修習生が自ら法的
サービス提供の主体として, 社会的弱者の法律ニーズのある法的サービス
を継続的に提供させる｡ そのために, 司法修習生に, 少額訴訟や本人訴訟
で, 代理人が必要と判断され, かつ本人に経済的負担能力がない事件とし
て認定された事件を対象に, 法曹資格者の指導のもと, 自ら法律相談や書
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面作成, 裁判所の許可を得た限定的な代理活動権限を与える｡ 法科大学院
のクリニックと連携することで, 短期で代理人を辞任せざるを得ない欠陥
を補うものとする｡
給費制は復活させる｡ 仮に１～２ヶ月だとしても司法修習生が国民に対
する司法支援活動を直接担うことで, 弱者の法的ニーズに応えるだけでな
く, 司法や行政の運用効率に寄与することができるし, 法律家人生を貫く
公益活動のインセンティブを強めることができる｡ 公益活動への直接関与
を前提にすれば, 公費投入を正当化できる｡
前述した, 国際法務弁護士補, 企業法務弁護士補, 行政法務弁護士補に
ついては, 前述したとおり, 専門分野の５年間の実務研修において, 必ず
認定された公益的活動に一定期間従事することを資格付与の条件とする｡
たとえば, 国際法務弁護士補は, 海外に在住する外国人からの外国語に
よるネットや電話経由での法律相談に無償で応じる活動を行うことで, 適
切な救済ルートへの振り分け機能の一端を担う｡ このような活動は労多く
して経済的見返りを得ることは困難であるため, 日本から海外に発信する
司法サービスとして十分成り立っていないからである｡
企業法務弁護士補は, 企業でのガバナンスやコンプライアンスに関する
業務知識や経験をもとに, 公益法人や公益財団, 特定非営利活動法人など,
公益活動を行う団体に対する法的支援活動を行うことで, 社会貢献をする
ことができる｡ これらの公的活動を行う法人は, 常時, 資金不足と事業運
営の専門的知識不足・人員不足に悩んでいるから, いわば ｢知的サービス
の寄付｣ を通じて, 日本の市民公益セクターの基盤強化に貢献することが
できるのである｡
行政法務弁護士補は, 主として地方自治体の福祉の現場で, 直接, 市民
の相談窓口になり, あるいは市民への対応に困っている行政の窓口担当者
の相談に応じることを通じて, 社会貢献をすることができる｡ 特に司法サー
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ビスが行き届きにくいと思われる貧困者, 失業者, 病弱者など絶対的な弱
者に対する福祉チームの相談業務に一定期間従事する｡ そういった現場で
の貴重な体験が, その後, 政策法務にも反映されることが期待される｡
これらの公益活動を行う時期については, 法科大学院修了から合格発表
までの時期を積極的に活用できるように制度を整備するとともに, 法科大
学院や弁護士会が継続的に教育活動に参加する｡ すなわち, 法科大学院と
受入側の NPO, NGO, 行政機関, あるいは CSR として社会貢献プログラ
ムを有する企業とが協議のうえ, 公益活動プロプログラムを立案・企画し,
弁護士会からの認定を受ける｡ 認定を受けたプログラムに参加した修了生
は, 合格後, そのプログラムに従事した時間を, 資格認定に必要な社会活
動時間に通算することが許される｡ 司法修習生が給費制のもとで社会貢献
活動を行うこととすることとの対比で, 無償の公益活動プログラムに参加
する修了生に対して, 資格認定へのインセンティブを与えることも許容さ
れよう｡
このような法科大学院側の弁護士資格取得過程における関与は, 司法試
験受験のために ｢予備校化｣ している法科大学院の閉鎖的文化を社会に向
かって開放していく意義を持つ｡
３ 改革案３ 司法試験改革
(１) 資格試験か競争試験か
司法試験の抜本的な改正案としては, 司法修習制度廃止とセットになっ
た完全資格試験化がある｡ しかし, まず現状において, 政治的に実現可能
性は薄い｡ そこで, 司法試験が競争試験の性格を維持することを前提にそ
の改革を考えることとする｡
(２) 司法試験の現状
新司法試験の制度設計プロセスにおいては, 知識に頼ることなく, 法的
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思考力を試すことや, 分野横断的な長文問題で事案に即した分析力を試す
こと, 理論と実務を架橋する要件事実などの問題も出すことなどが議論さ
れた｡ その結果, 初期の問題は, 記憶した知識だけでは歯が立たず, 法的
推論や事実分析が問われる良問が多く, 旧司法試験を受験していた学生か
らは, 法科大学院での勉強なしには通らない試験になったという実感が漏
らされていた｡
ところが, 制度発足から10年が経過する中で, 試験問題は, 出題・採
点事務面の問題もあって, 分野横断的で長時間を要する ｢大々問｣ 形式は
消え, ２時間の科目別構成に先祖帰りした｡ その中で, 予備試験が始まっ
てからは, 予備試験組が突出した司法試験合格率を示すようになった｡ 予
備試験合格者には, 有名大学での優秀成績者や法科大学院在籍者が相当数
含まれており, 彼らは偏差値がもともと高い受験者層である｡ 予備試験の
出題委員と司法試験の出題委員の一部重なりも含めて, 本試験と同傾向の
問題を含むため, 受験予備校では, 予備試験の勉強が司法試験対策に直結
すると宣伝されている｡
かくして, 現時点での司法試験は, 法科大学院教育を修了していなくて
も, 試験対応能力さえ高ければ受験対策によって十分に合格する試験であ
ることが証明されてしまった｡ これは, 出題委員にとっては屈辱的な結果
であるはずである｡ なぜなら, 自分たちが法科大学院で教えなくても解け
る性質の問題を出していることに他ならないからである｡ 予備試験組の大
量合格は, 今の司法試験が, 高い偏差値層が予備校で対策をとれば合格で
きる種類の ｢知的能力・事務処理スキル｣ を測っている一方で, ロースクー
ルでの継続的教育で培っているはずの ｢別の能力・スキル｣ を測れていな
いことを示している｡
(３) 何を測りなおすのか？
統一ペーパー試験で測定できる能力は, 所詮, 知識力, 推論力, 文章力,
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事務処理能力など, 偏差値との相関性の高い知的能力と, 時間内に処理す
る事務処理スキルが主たる対象とならざるを得ない｡ 試験に強い人間はど
んな試験だろうと対応し合格していく｡
しかし, 専門職資格試験が合格者の ｢質｣ の確保を目標にするのであれ
ば, その試験による ｢質｣ の測定が, 創るべき人材育成の目標に適合的と
なるように, 常時, 最新の科学的知見も入れて批判的見直しを進めるべき
である｡ 単に厳しい競争が働いていることが ｢質｣ を確保していることに
つながるわけではない｡ 受験秀才ばかりを通す試験になれば, むしろ社会
のニーズに逆行し, ｢質｣ を低めることになるだろう｡ この検証をアメリ
カのロースクールを舞台に行ったのがカーネギーレポート (邦題 ｢アメリ
カの法曹教育｣) である
(35)
｡ この著者たちは一人を除き, 法律家ではなく,
哲学, 心理学, 教育心理学などのバックグラウンドを持っている｡
ただし, 法科大学院の教員でも, この10年のロースクール教育実績か
ら, 司法試験で測っている能力と測られていない能力について, 改善の方
向性は示すことができる｡
まず, 司法試験 (論文試験) は, 特に, ①法的分析力 (法的論点の発見・
提示と法的分析, 論証, ことに法的推論) と, ②事務処理能力 (時間内で
の多数の論点の処理) によって大きな差が出る問題となっているように思
う｡ 全体的には高度な法的知識が問われるのではなく, 未知の状況におい
て, 一定の基礎知識をもとにある法規範がどこまで及ぶのか推論できる学
生や, 限られた時間の中で相当数の論点を要領よく処理していくことがで
きる人が通りやすい｡
逆に, 法律家に求められる重要な能力であるにも関わらず, 司法試験で
必ずしも試されていない能力は, ①複雑な事実の分析 (資料や発言などか
ら関連する事実を抽出し, 評価すること), ②紛争解決への選択肢の提示
と選択における判断能力, ③倫理的なジレンマの認識と判断, ④コミュニ
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ケーション能力 (特に口頭) であろう｡ さらに, ⑤すでに起こってしまっ
た事実をもとに法を適用するという回顧指向ではなく, 不確実な情報をも
とに将来の法的リスクを考える未来指向の判断はほとんど問われることが
ない｡
まず①の事実の分析については, 問題文で相当量の事実が与えられる場
合もある｡ しかし, 当初あった４時間問題が無くなる中で, 情報量は一定
制限されつつあるし, 微妙な事実を多角的に評価するような問題は少ない｡
②はローヤリングで重視される教育項目のひとつであり, 紛争解決が仕事
の目標である実務家にとって不可欠の能力であるが, 出題傾向からははず
れている｡ ③も弁護士増員時代の社会的重要テーマであるにも関わらず,
司法試験では全く問われていない｡ ④は口述試験がない現在では問われる
ことはない｡ ⑤は企業法務, 行政法務における日常業務であるにもかかわ
らず, 訴訟法務中心の司法試験ではまず問われることがない｡
こうしてみると, ロースクールをスキップした, 若くて成績優秀な予備
試験組の合格率が高い理由がよくわかるであろう｡ 要するに紛争の法的局
面の ｢分析能力｣ を主として問い, 紛争解決という目標に向かった ｢統合
能力｣ は司法試験ではほぼ問われないのである｡
(３) 改革案
第１に, 司法試験で問うべき能力を見直し, 科目共通の確認事項とし,
それを元にした新傾向の問題作成を行う｡
まず前述した評価すべき能力項目について, たとえば, 紛争解決への選
択肢の提案力を項目に加える｡ それに適合する設問例をあげると, 賃貸借
において無断転貸が生じている事案に対して, 妥当な解決案を考えよとい
う問題が考えられる｡ 従来型の問題であれば, 賃貸借の解除を制限する信
頼関係破壊理論を説明し, 信頼関係の破壊・不破壊につながる事実を探さ
せ, 解除の可否の判断を示させる｡ しかし, 解決志向型の問題では, 解除
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の可否についての分析をしたうえで, 最終的な事案の解決方法として, ①
解除・明渡, ②転貸を承諾して承諾料を採る, ③解除後, 転借人と新たに
契約するなど, 当該問題文の文脈にそった選択肢まで提案させるものであ
る｡ 法を紛争解決に使うことを重視するのである｡
あるいは, 不確実な法的リスク判断も教育すべき能力だと確認したうえ
で, 問題文であえてＡともＢともとれる不確実な事実を与えたうえで, そ
れぞれの場合の対応策を提示させる｡
第２に, アメリカの相当州や韓国で導入されている起案試験 (パフォー
マンステスト) を統合的な新科目として導入する
(36)
｡ これは, 司法研修所で
扱う事件記録 (白表紙) の簡易版である｡ 資料をもとに, 依頼者への方針
説明の法的メモを作成したり, 相手方弁護士への通知書を作成するなど,
課題に応じた法的文書の起案を行う｡ 専門職責任に関する倫理問題なども
含まれうる｡
その狙いは, ｢科目別｣ 試験では問われにくい, 紛争解決のための視点
や, 専門職としての倫理を踏まえた判断など, 分析を超えた ｢統合的な能
力｣ を測る点にある｡ 実務に今後就いていく能力の質を担保するとともに,
法科大学院の教育をより社会に役立つ実践的な人材教育に変えるインパク
トを持つ｡
第３に, 試験問題作成体制の改革である｡ まず, 試験内容を資格が求め
る能力に適合させることを徹底するため, 目的適合性をチェックするため
に教育学の専門家を司法試験委員会の問題検討メンバーに加える｡
次に, 問題作成については, まず現役の実務家教員が試験委員になれな
いという制限を廃止し, 実務家による問題作成体制を強化する｡ 現在, 法
科大学院の相当数が縮小・廃止しているのであるから, 問題作成に長けた
実務家教員を選抜してその力を結集することはより容易なはずである｡ 高
名な学者委員を中心とした固定的な少数精鋭体制から, より集団的に法科
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大学院関係者の英知を集める工夫を導入すべきである｡ 秘密の保持につい
ては, そのような体制のもとで測定すべき能力を意識した新傾向の問題案
を複数集めたうえで, 最終的な問題文の採用や修正の決定権を集中させる
など, 別の手段で確保すればよい｡ より適正な試験問題を作り続けるため
に, 智慧と労力をつぎ込んでよいはずである｡
第４に, 負担軽減策も必要である｡ 足し算だけでは受験生に過大な負荷
がかかる｡ 特定法務弁護士試験では試験科目数を限定したが, 司法試験で
も起案試験の導入と引き換えに, 選択科目を廃止するといった負担軽減策
を導入すべきである｡
４ 改革案４ 未修コースの改革
(１) 未修制度の現状
法律を本当に学んだことがない純粋未修者や一旦社会に出て学生に戻っ
た人が３年間の勉強を通じて司法試験に合格することは極めて困難である
(37)
｡
そのため, 未修者コースへの他学部出身者や社会人の参入は激減し, 多様
性の確保という制度目的は達成できず, 法学部出身の隠れ既習者のための
３年コースと化している面が強い
(38)
｡
そもそも法学部４年に既修者コース２年の６年の学修と, 未修コース３
年間の学修で, 単一尺度の同じ試験を受ければ有意な差がつくのは当然で
ある｡ さらに, 法学部なら２～３年かけて勉強する科目を１年で詰め込む
ことはあまりに酷である｡ まして海外からの帰国者, 理系出身者や社会人
出身者など, 非法律系の思考回路になじんだ人は, 法的思考に慣れるまで
は, 既存の思考習慣がかえってハンディになる場合すらある｡
もちろん, １年という短期で驚くべき成長を見せる純粋未修者も少数だ
が存在する｡ しかし, それらスーパー学生はごく少数であり, 純粋未修者
の相当数が, 初期段階で不適応を起したり, 高いコストと長い時間を投入
法
律
家
養
成
制
度
改
革
論
32(664) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
したあげく, 進路転換を余儀なくされている｡
他方, 法学部を経たうえで, 法科大学院の未修コースに入学して, 短期
合格をする学生は相当数存在する｡ これらの者にとっては, 未修コース１
年目は, 一度学んだ法律基礎科目を基礎から復習しなおして, 法的知識を
より正確に定着させるとともに, 法的推論力を鍛える絶好の機会となった
のであろう｡ しかし, 未修者コースがあえて既修者に学びなおす機会を与
えなければならない理由は薄弱である｡
法科大学院の未修制度はその制度趣旨からかけ離れた状況にあり, 失敗
している｡
(２) 未修者教育に重要な視点
他学部出身者, 海外からの帰国者, 社会人などの多様な人材にとっての
第１の障害は, 法科大学院のもつキャリア・リスクとコストである｡ これ
に対する解決案が前述した特定法務弁護士資格制度である｡ これによれば,
総体としての合格率があがるだけでなく, 非法律的バックグラウンドが資
格取得に有利に働く面もある｡ さらに, 特定法務弁護士資格に関しては,
修習制度を経ずに実務につきながら最終資格を取得できることになり, キャ
リア・リスクとコストの抜本的低減につながる｡
しかし, 第２の障害, つまり教育上の過重負荷は解消できない｡ スター
トラインが異なった中での隠れ未修者や既修者との激しい競争は, 非法学
部出身者らの自信を損ない, その脱落を加速し, 結局, キャリア・リスク
を高める｡ そこで, スーパーマンではない通常の未修者を対象とした教育
効果の高い制度とすることが重要な改革の視点となる｡
第３の視点として, 社会全体としてよりコストが少ない制度設計はない
か, 検討する必要がある｡
(３) 新しい未修者コースの制度設計
私は, 抜本的な方策として, 法科大学院の未修者コースは廃止・改組し,
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法科大学院と法学部の共同により, 他学部出身者や社会人経験者等を対象
とした, ２年制を標準とした法科大学院進学特別コース (学士入学) に組
みなおすことを提案する｡
まず, 社会人や他学部出身者は, 転部や学士入学制度を利用して, この
コースに入学する｡ 法学部での法律基本科目はいまだ大人数教室での講義
科目が多いから, 社会人など働き続けている人に対しては, 講義のネット
配信システムなど IT を活用してもらう｡ そのうえで, 週に数時間は, 夜
間・土曜日などを使ったゼミ形式の参加型授業を行う｡ ２年後, 学位と自
らの適性と能力をより適切に判断できる成績材料を得たうえで, 法科大学
院を志望する者は, 既修者として法科大学院を受験する｡
他方, 法科大学院は既修者過程に一本化したうえで, 多様性確保の目的
のため, 入学試験の一定枠を社会人・他学部出身者に割り当てる｡ ２年間
といえども働きながら勉強した者と純粋既修者とが知識量で同じレベルに
達することは困難だからである｡ しかし, 面接等でスジの良さを判定する
ことはできる
(39)
｡
この制度のメリットとして第１に, 社会人等からすれば, 仕事を続けな
がら特別コースで勉強をするという選択がより容易になる｡ さらに２年間
という時間枠の中で, 法科大学院におけるストレスフルな環境下での詰め
込み学習よりも, ゆとりをもって主体的に勉強を続けることができる｡
第２に, 純粋未修者にとっては, 学部での勉強を通じて自分の不適性を
知ったり, 法律を一定勉強した後に法科大学院入試で振り分けされるとい
う撤退の機会を得て, キャリア・リスクを下げることができる｡
第３に, マンパワーに欠ける法科大学院としても, 教育課程, 入試など
の関連業務, 組織を単純化・スリム化することができ, 経費を削減するこ
とができる｡ ただし, 法学部との協力のもとでの特別コースの維持・運営
責任は負わなければならない｡
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第４に, 従来, 隠れ未修者として３年コースに入学していた法学部出身
者は, 既修コースに挑戦することになる｡ それは既修コースの競争率を高
めるとともに, 若い層の修学年限ひいて社会に出ていくまでの時間を総体
として縮め, 制度効率を上げることになるだろう｡
他方で純粋未修者は司法試験受験まで最短で４年がかかることになり,
３年で通過できたはずの優秀層にとっては, 時間と費用面でのデメリット
はあろう｡ しかし, それらの優秀者にとっても予測可能性が高まり, リス
クを下げることができるし, 純粋未修者全体としてのリスクとコストを下
げることができよう｡
(４) 法科大学院の役割の変化
もともと法学部のないアメリカの制度を念頭に置きつつ, 理念先行で,
現実への配慮を欠いたまま法科大学院において未修・既修コースを組合せ
たことに無理がある｡
日本の制度設計では法学部の存続を選択したのだから, 法科大学院は,
一定の法的知識と法的思考力を持つ既修者を教育する２年間の教育機関に
特化すべきである｡ 法律専門職を希望者する者を法科大学院入学レベルに
まで教育する機能は, より人的資源があり, 柔軟なコースを組むことが可
能な大学法学部に負わせることが効率的である｡
未修者教育の桎梏から解放された法科大学院は, 中長期的には, 修了生
である法律実務家を対象とした継続教育や国外からの人材の育成 (LL.M)
にも力を入れていくべきである｡
このように, 法科大学院は, 司法試験という ｢点｣ の支配から早く卒業
して, 日本の法律専門職の多様化と高度化に重要な役割を果たす ｢面｣ と
しての役割を果たすことが, 制度全体の信頼と効率を高めるのである｡
なお, 適性試験制度は廃止する｡ 社会人用の特進コースを含めて, 入学
までに全員が法律の勉強をしていれば, 学部成績と入学試験で適性は十分
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に測れる｡ もちろん, 未修者の達成度試験も不要となる｡
制度は可能なかぎりシンプルにすべきである｡
５ 改革案５ 法科大学院におけるカリキュラムや教育内容の改善
(１) 理論と実務のあり方の現状分析
実学である法律において, 理論と実務が峻別され, それを教育において
架橋するということは本来おかしな話である｡ 理論と実務とは, 車の両輪
なのであって相互に作用する｡ ところが, 現在の法科大学院教育において,
その相互作用のバランスが十分にとれていないように思える｡
まず最大の問題は, 想定されている実務が, 従来型の裁判実務にほぼ限
定されており, 修了生が積極的に取り組むべき裁判外の実務と, 法科大学
院での教育とのミスマッチがあることである｡ たとえば, 弁護士の多くが
日常的に行っている契約法務について, 体系的な教育はほとんど行われて
いない｡
第２に, 学生の判例重視のあり方が実務への批判力や創造的思考力を弱
めている｡ 司法試験への過剰適応現象と言って良い｡ その結果, 実務家か
ら課題を与えられたときに, ｢判例によれば～です｡｣ といった第三者的判
断で終わってしまいがちである｡ 判例を前提としてもどうすれば問題を克
服することができるのか, あるいは判例のどこが問題なのか, 批判的思考
力が十分に養われていない｡ 不確実な事実のもとに将来の法的リスクを回
避しつつ前向きの選択肢を示したり, 未知の状況に対して新しい解決策を
編み出すという, 実務界における法の使い方への意識とスキルにおいてミ
スマッチがあるのである｡
第３に, カリキュラム面で, 法的知識面を重視した ｢質｣ の確保のため,
法律基本科目を重視する改革が進む一方で, クリニック, ローヤリング,
エクスターンなどの臨床系科目の比重が低下したことである｡ これは法科
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大学院自体の司法試験への過剰適応現象といってよい｡ しかし, 前述した
ような社会のニーズからすれば, このような方向は制度としてのミスマッ
チを起こしていると評価できるだろう｡
第４に, 教育全般を通して, 法的分析の重視 (法解釈の体系的整合性な
・・
ど) と統合の軽視 (要件を構成する諸要素の ｢総合的判断｣, 解決案の策
・・
定など) があることである｡ 法解釈を含む法的判断は究極的に価値判断と
切り離すことができないが, 授業においては, ｢結論の妥当性よりも法的
立論｣ を重視し, 紛争が生じた社会的背景や正義の観点からの検証はとり
あえず横にどけておく場合が多い｡ しかし, 実務家はプロとしての人格を
問われうる判断を迫られるのであるから, 失敗が許される教育途上におい
て, ｢総合的判断｣ の練習や結論の妥当性検証が積み重ねられるべきであ
る｡
最後に, 社会的課題の解決に向かって学生が主体的に取り組む姿勢の欠
如である｡ 法律実務家を目指しながら, 法科大学院では社会の現実的課題
に目を向ける機会が少ない｡ 課題解決型の自主研究の設定など, 各大学院
が学生を法律実務家の卵として大人扱いする必要があるのではないか
(40)
｡
(２) 改革の出発点～法科大学院における育成人材イメージの特定
法科大学院における教育目標は, 悩みながらよりよい解決策を模索する
良き常識人としての法律家を養成することであり, 良識的な判断力のある
法律家に育つ基礎を作ることである｡ その共通項の上に立って, 各大学院
ごとにより具体的に目指すべき人材イメージを具体化し, 共有することが
出発的になろう｡
ことに, 特定法務弁護士資格制度が実現すれば, 各法科大学院は, 従来
型の弁護士を養成するのか, 国際法務弁護士, 企業法務弁護士, 行政法務
弁護士のどの分野の人材育成を目指すのか, カリキュラムと教員人事にお
いて, 困難だが前向きの判断を行っていく必要がある｡ 各法科大学院が社
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会 (出口) および学生 (入口) の両面において ｢顧客｣ を特定することが,
法科大学院の個性化, 多様化を進めていくことにつながる｡ すべてのタイ
プの人材育成をうたう余裕はないはずであり, 絞り込みは避けられない｡
相互補完のために, 法科大学院の連携も進むだろう｡
法科大学院が, ｢顧客｣ を意識した教育内容の改革に踏み出せば, 前述
した想定する実務とのミスマッチや法の使い方に対する意識とスキルのミ
スマッチ, 臨床教育とのミスマッチは克服できる｡
(３) カリキュラムと教員の構成
想定する ｢顧客｣ としての実務界の要望に応える人材を育成することを
意識すれば, カリキュラム構成, ことに最終年 (２年制になれば２年次)
のカリキュラムは, 目指す進路を意識した学生の選択を可能にする科目構
成に変化していくだろう｡
司法試験に起案試験を導入すれば, 臨床系の実務科目の在り方について,
再度, 見直しが進むはずである｡ 臨床系科目は, 司法試験への準備時間を
奪う科目ではなく, その準備に直結する科目であり, かつ, ２年間ないし
３年間の法科大学院での学修成果を統合する科目として, 積極的に最終年
度に位置づけることが可能になる｡
教員人事についても, 国際法務分野の専門家, 企業法務出身者, 自治体
法務の専門家などが専任教員や非常勤講師になっていく必要がある｡ 社会
の多様なニーズを法科大学院が教育プロセスに取り込めば, 教員構成も当
然に変化するはずだからである｡ そのための自治体や企業団体との連携講
座の創設も進めるべきである｡
(４) プロフェッションとしての倫理教育
法律家の再定義の中で, 弁護士法１条の ｢人権擁護と社会正義の実現｣
を法律専門職, 特に弁護士の中核的価値として位置づけることを述べた｡
仮に, 企業法務弁護士として, 企業間の M&A を専門にしていたとして
法
律
家
養
成
制
度
改
革
論
38(670) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
も, 取引において個人の尊厳や公正な手続を守ることを職業的なプライド
として遵守してほしいし, 行政法務弁護士にあっても, 行政の画一的判断
の中で, 具体的妥当性を実現する柔軟性を発揮してほしい｡ だからこそ,
プロフェッションとしての職業的価値や倫理の教育を軽視してはならない
のである｡
しかし, このような教育は, ｢専門職責任｣ といった ｢科目｣ だけで実
現できるわけではない｡ 教員が, ｢良き実務｣ をその人格的影響力のもと
で伝授することが必要であり, その意味で, 実務界において実績のある実
務家のもとで, ローヤリングやクリニックなどの臨床科目を受けることが
プロとしての精神的基盤になっていくのである｡
また, すべての教員が学生に対して, 判例が前提とした事実と適用され
た法規範を分析させるだけでなく, 社会的文脈での結論の妥当性に対する
学生自身の価値判断を問いかける内省的 (reflective) な教育法を意識的
に行うべきである
(41)
｡ ソクラティック・メソッドは, その双方向性ゆえに教
育的価値があるのではない｡ 問い続けることで, 考え続けさせ, 新たな気
づきをもたらすことにその卓越性があるのである｡
６ 残された課題
本稿は, 法律家養成制度改革論であり, 法科大学院廃止や司法試験の受
験資格から法科大学院修了資格を無くすという司法改革反対派からの対案
を正面から取り上げて検討していない｡ 法科大学院制度に対する根本的批
判に対しては, 法科大学院での現実の教育内容と修了生に現れた成果と問
題点を批判的に検証していかなければならない｡ 従来の論争は, 法科大学
院出身者の法的基礎力が低いのか, 総体としては変わらないのか等につい
て, 個別事例からの印象論の域を出ておらず, 有効な方法論が確立されて
いない｡ 法律家の能力として何が求められ, どの段階でどのように養成し
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ていくのかという点に遡って, ロースクールでの教育内容を具体的に検証
することについては, 今後, 改めて検討の機会を持ちたい
(42)
｡
最後に, 各法科大学院の教員や出身者は, 制度発足10年を機会に, 法
律家養成制度の今後の在り方に関して, 理念と現実の狭間で, 具体的な構
想を示し, 議論をもう一度活性化させる責務を負っていると考える｡ 法律
家養成制度の危機という眼前の社会問題に対する治療方針を持たずして,
社会的医師を自ら名乗ることも, 育てることも十分にできないだろうから
である
(43)
｡
注
(１) 内閣府・第６回法曹養成制度改革顧問会議 (平成26年２月25日開催)
の資料313 ｢弁護士未登録者数の推移｣ によれば, 日弁連への一括登録時
点での未登録者割合は, 新司法試験合格者につき, 60期3.3％, 61期5.1％,
62期6.7％, 63期11.0％, 64期20.1％, 65期26.3％, 66期28.0％である｡ 大
学, 官庁, 企業など弁護士登録せずに就職する者も一定数含まれるが, 進
路未定者は年々増大しており, 修習生の就職事情の悪化がうかがえる｡
http : //www.cas.go.jp / jp / seisaku /hoso_kaikaku /dai6 /
(２) たとえば千葉弁護士会2013年２月８日 『｢法科大学院を中核とする法
曹養成制度｣ の見直しを求める決議』 http : //www.chiba-ben.or.jp /voice_list
(３) 文部科学省によれば, 入学者は平成16年5,767人, 21年4,844人, 23年
3,620人, 24年3,150人, 25年2,698人にまで急減した｡ http : //www.mext.go.
jp / component / a_menu /education /micro_detail__icsFiles / afieldfile /2013 /09 /
25 /1303158_1.pdf
(４) 内閣官房法曹養成制度改革推進室資料３によれば, 予備試験出願者数
は平成23年8,971人, 24年9,118人, 25年11,255人である｡ http : //mext.go.jp /
b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/012/siryo/__icsFiles/afieldfile /2014 /02 /26 /
1344585_03.pdf
(５) ｢法科大学院の組織の見直しを促進するための公的支援の更なる強化
について｣ (平成25年11月11日) http : //www.mext.go.jp / a_menu /koutou /
houka.htm
(６) 鈴木秀幸 ｢司法のあり方と適正な弁護士人口｣, 武本夕香子 ｢弁護士
人口論の原理と法文化｣ いずれも ｢司法改革の失敗｣ (花伝社, 2012年)
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所収｡ 鈴木秀幸 ｢法曹 (弁護士) 人口の在り方｣, ｢司法崩壊の危機｣ (花
伝社, 2013年) 所収
(７) 棚瀬孝雄 ｢司法制度の深層｣ (商事法務, 2010年) 337頁以下
(８) 日弁連 ｢弁護士白書2013年版｣ 89頁 ｢裁判官数・検察官数・弁護士数｣
によれば, 平成16年から平成25年の10年間で裁判官数は2,385人から2,880
人, 検察官数は1,563人から1,847人へといずれも増員されているが, 弁護
士は20,224人から33,624人へと激増している｡ 同310頁以下の司法関連予
算の統計によれば, 裁判所の予算の国家予算に占める割合は微減傾向にあ
り, 検察庁の予算も純額で減少している｡
(９) 小林正啓 ｢こんな日弁連に誰がした？｣ (平凡社, 2010年) 215頁｡ 司
法改革推進の見地からは岡田和樹／斎藤浩 ｢誰が法曹業界をダメにしたの
か もう一度, 司法改革を考える｣ (中央公論新社, 2013年) 116頁以下｡
(10) たとえば最１小判平成21年10月15日 (民集63巻８号1711頁) 場外車券
発売施設設置許可取消請求事件では, 場外施設の周辺住民の原告適格につ
いては, 生活環境に関する利益は, 基本的には公益に属する利益であると
の理由で認められなかった｡
(11) たとえば最１小判平成18年11月２日 (民集60巻９号3249頁) 小田急線
連続立体交差事業認可取消請求事件では, 都市計画に基づく事業認可決定
について, 行政庁の広範な裁量が認められ, 裁量権の濫用を認めた一審判
決を破棄した二審の結論が支持された｡
(12) 最高裁 ｢裁判の迅速化に係る検証に関する報告書 (概況編)｣ (平成25
年７月) ７頁によれば, 平均審理期間は平成18年以降顕著に短縮化し, 平
成20年には6.5か月となったが, 平成22年からは長期化に転じ, 平成24年
には7.8か月となった｡ 長期的に見れば迅速化が進む中で, 過払事件の減
少によって, 処理時間がやや増大していることがうかがわれる｡
(13) 最高裁・前掲注12・109頁によれば, 平成24年には新受件数は3,719件
であり, 平成制度開始前の17年の労働仮処分・労働関係訴訟の総数を労働
審判だけで上回っている｡
(14) 平成25年12月 ｢消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁
判手続の特例に関する法律｣ (いわゆる日本版クラスアクション) が成立
し, 特定適格消費者団体による集団訴訟が今後可能になったことは画期的
であるが, 施行期日は３年以内とされている｡
(15) 司法統計 http : //www.courts.go.jp / search / jtsp0010List1 では全新受件
数は平成20年4,432,984件だったが, 21年の4,597,225以来減少し続けて, 24
年は3,797,945件と400万件を切っている｡ なお, 最高裁・前注12・21頁に
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よれば, 平成21年をピークに民事第１審における過払金事件が急減してお
り, その影響も大きいものと思われる｡
(16) 小林・前掲注 9・234頁は, ｢法の支配｣ を国の政策目標にするなら,
それを実現するにふさわしい人材への動機付けが必要であり, それは ｢そ
の実現するにふさわしい武器を弁護士に持たせることである｡｣ とする｡
岡田／斎藤・前掲注 9・116頁以下は, 民事, 行政, 刑事裁判の現状を厳
しく批判する｡
(17) 棚瀬・前掲注 7・58頁
(18) 河合克行 ｢司法の崩壊｣ (PHP 研究所, 2008年) 193頁は, 法曹界は
｢名誉ある社会のドブさらいであれ｣ とする｡ また, 武本・前掲注 6・180
頁は, ｢弁護士は社会の必要悪であり, 弁護士の数は必要な限度に抑さえ
られる社会が望ましい｡｣ とする｡
(19) 社会生活上の医師論批判については, 武本・前掲注 6・186頁以下｡
(20) 例えば法テラスの司法ソーシャルワークの試みとして, ｢刑事事件に
からむ司法と福祉の連携―離れた２つをつなぐひと 法テラス千葉法律事
務所 遠藤直也弁護士｣ という記事が紹介されている｡ http : //www.
houterasu.or.jp /houteraspirits / article01_01.html
(21) 2014年４月から運用されている ｢明石市こども養育支援ネットワーク｣
は, 離婚時・別居時の福祉関係者, 法律家などによる相談ネットワークを
通じた当事者支援制度であり, 自治体が中心となった総合的なケアの制度
の発展の方向性を示唆している (広報あかし, No. 1165, 2014.5.15)｡ ま
た, その制度設計には注23の任期付弁護士職員が深く関与している｡
2014.6.7 ｢関西学院大学司法研究科シンポジウム 法科大学院～開設10周
年を迎えて｣ においてパネリストの泉房穂市長が配付したチラシ ｢弁護士
の皆さん！明石市で働きませんか？｣ における ｢明石市における弁護士職
員の活動状況｣ には, 自治体職員弁護士による市民向け法律相談のほか,
福祉等との連携による総合的支援や, 条例や政策の立案など, 多様な活動
が説明されている｡
(22) 月刊大阪弁護士会113号14頁 (2014年５月) は, 箕面市役所の元公務
員で箕面市で開業する小野順子会員のインタビュー記事であるが, 福祉
NPO と提携して寄り添い型支援の中で, 法的サポートを行ったり, 社会
福祉法人や市の担当者らとの連携で被後見人の緊急事態に対応するなど,
コミュニティーローヤーとして活躍する姿が描かれている｡
(23) 泉房穂 ｢明石市における任期付弁護士職員の採用・活用による地域主
権への取り組み｣ (市政 November 2012, 29頁以下), 米倉明 ｢法科大学院
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雑記帳 [その101]｣ (戸籍時報 No. 700 (H 25.8)) 84頁以下参照｡
(24) 武本夕香子 ｢法曹有資格者の活動領域の在り方｣, ｢司法崩壊の危機｣
(花伝社, 2013年) 所収, 100頁以下｡
(25) 予防法務と訴訟法務の性質の違いと教育の差異化を説くものとして,
柏木昇 ｢訴訟に特化した法科大学院教育とこれから社会が必要とする法曹
の教育｣ (中央ロー・ジャーナル第８巻３号49頁, 2011年)
(26) 山口進 ｢ロースクールが失敗したこれだけの理由｣ (中央公論, 2012
年２月号, 52頁以下) も, ｢今もっとも必要なのは, ｢法曹｣ 像の再規定だ｡｣
とし, ｢社会のあらゆる場所で, ｢法｣ を使って正義を見出していく担い手｣
と規定している｡
(27) 須網隆夫 ｢グローバル社会の法律家論｣ (現代人文社, 2002年) 49頁
は日本における法律家をめぐる議論には, ｢法曹三者｣ だけが法律家であ
るとの前提で議論が進められる特徴があることを指摘するとともに, 123
頁は, どのような弁護士を養成すべきかという理念像をもとに教育内容の
確定をすべきだとする｡
(28) 諸橋轍次著 ｢大漢和辞典巻五｣ (大修館書店, 修訂第２版, 2001) 977
頁
(29) 早野貴文 ｢統一修習の歴的背景と現実の機能｣ (法曹養成と臨床教育
no. 5, 2012年) 25頁以下, 四宮啓 ｢法曹法制制度の原状と課題｣ (平成26
年５月７日, 国立国会図書館調査及び立法考査局) １頁以下｡
(30) アメリカ法曹会の MacCrate Report (1992年) は法律家に必要な技能
のリストをあげている｡ 名古屋ロイヤリング研究会編 ｢実務ロイヤリング
(第２版)｣ (民事法研究会, 2009年) 15頁参照｡ 川村明 ｢法曹養成教育と
リーガル・プロフェッションローヤリング・スキル教育再考｣ ４頁 (臨
床法学教育学会 ｢法曹養成と臨床教育６, 2013年｣ 所収) は, 近年, 専門
的知識だけでなく, 事実に法律情報を適用して, 問題解決, ソリューショ
ンに導くスキルがなくては, 弁護士の役割を果たせないとする｡ 四宮・前
掲注29・11頁以下は, 課題発見能力, リサーチ能力, 課題解決方策の構築
能力, 説得能力, 専門職責任能力をあげる｡
(31) 廣田尚久 ｢紛争解決学 (新版増補)｣ (信山社, 2006年) 140頁以下は,
紛争解決規範として, 成文法, 判例, 裁判上の和解・調停・仲裁の解決例,
学説, 諸科学の成果, 慣習, 道徳, 自然法, 生きた法, 経済的合理性, ゲー
ム理論, 新しく生まれる規範等をあげている｡
(32) 朝日新聞2014年５月１日朝刊２面｡ 世界最先端を走っていたはずの日
本のロボット技術は, 商品化に成功せず, 事業からの撤退が続いた｡ しか
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し, 低価格・単機能型の掃除ロボットなどアメリカのベンチャーなどは商
品化に成功し, 日本のロボット技術が今や海外の買収対象になっているこ
とを述べた記事中での引用｡
(33) 日本弁護士連合会調査室 ｢条解弁護士法 (第４版)｣ (弘文堂, 2007年)
59頁
(34) 四宮・前掲注29は７年は長すぎ, ３年でいいのではないか, としたう
えで司法修習中心の法曹養成体制を変える１つの突破口になる可能性があ
るとする｡ なお, 多様性と統一性の緊張関係と資格の複線化に関しては,
私の質問に対して, パネリストの早野貴文弁護士, 山口卓男弁護士とも,
資格は１つの方がよいとの意見であった｡ 臨床法学教育学会全体シンポジ
ウム ｢司法修習の変容と法科大学院における実務教育｣ パネルディスカッ
ション, 同学会 ｢法曹養成と臨床教育５, 2012年｣ 88頁以下｡
(35) ウィリアム・M・サリバン他著 柏木昇他訳 ｢アメリカの法曹教育｣
(中央大学出版部, 2013年)
(36) アメリカのパフォーマンステストの説明については, 柳田幸男／ダニ
エル・H・フット ｢ハーバード 卓越の秘密 ハーバード LS の叡智に学
ぶ｣ (有斐閣, 2010年) が概要を説明している｡ また, シルビア・G・ブ
ラウン ｢米国のパフォーマンス・テストの特質および役割―州のテストか
ら全国的テストへ｣ にはカリフォルニア州2005年７月のテスト問題の翻訳
が資料として添付されている (関西学院大学法科大学院形成支援プログラ
ム推進委員会編 ｢よき法曹を育てる｣ (関西学院大学出版会, 2007年) 所
収｡
(37) 司法試験の合格率は, 平成18年既修者法学部出身者46.3％, 未修者非
法学部出身者32.7％に対して, 平成23年既修者法学部36.6％, 未修者非法
学部14.3％と大きな差が出ている｡ 中央大学審議会大学分科会法科大学院
特別部会 (第50回) 平成24.7.19の資料 23 http://www.mext.go.jp/b_menu/
shingi/chukyo/chukyo4/012/siryo/__icsFiles/afieldfile/2012/07/23/1323679_
2.pdf
(38) 平成16年の未修コースの非法学部出身者は49.1％だったが, 平成24年
には29.9％にまで落ちている｡ 前注37の資料参照｡
(39) 諸石光熙 ｢法科大学院の理想と現実―既修・未修の制度設計｣ (ロー
スクール研究14号１頁) は, ｢既修・未修区分の制度を思い切って見直し,
全般的に未修者定員枠を他学部卒業者中の相当に優秀な層に限って個別審
査に近い形で受け入れる｣ アイディアを述べている｡ 既修者中心主義のき
らいはあるが, 制度を一本化したうえで, 一定の特別扱いを行う考え方と
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しては共通している｡
(40) 柳田ら前掲注36は, ハーバードロースクールでの課題解決型授業の導
入を含むカリキュラム改革を紹介している｡ 組織的なカリキュラム改革に
は及ばないが, 現在, 関西学院のローヤリングⅠでは社会的に注目を集め
た事件を題材にしてチームで起案に取り組む課題を夏休みに課している｡
(41) 大澤恒夫 『法的対話論― ｢法と対話の専門家｣ をめざして』 (信山社
出版, 2004年) 131頁以下｡
(42) 日弁連法科大学院センター・ローヤリング研究会 ｢法科大学院におけ
るローヤリング教育の理論と実践｣ (民事法研究会, 2013年) は, 法科大
学院でのローヤリング教育の具体的実践例もあげつつ, 法科大学院教育の
成果や改革の方向性を打ち出している｡ 法科大学院における実務基礎教育
の充実に対しては, 実務家になってからの OJT で対処すればよく, 法科
大学院ではより法律学の理論の修得に努めるべきだとする見解は強い (同
書386頁以下, 亀井尚也執筆)｡ しかし, 法的知識を軽視するわけではない
が, 法律家の再定義からすれば, 問題解決型の ｢考える力｣ ｢説得する力｣
を養成する教育にこそ力が注がれなければならない｡ この点に関連して予
備試験制度について触れておく｡ 同制度は, 法律家資格の取得に法科大学
院教育を必須のものとしないことを前提とし, 経済的弱者等に門戸を開く
制度という建前である｡ しかし, 現実には, 法科大学院迂回の速攻エリー
トコースとして機能している (その他にいわゆる ｢三振者｣ への敗者復活
への挑戦や司法試験受験者のための模擬試験としても使われている)｡ し
かし, 医師の養成において, ｢医学のペーパーテスト｣ の最優秀者層に医
学部専門課程をバイパスする特典を与える制度は考えられないだろう｡ 法
律家においても, 机上での学修にとどまらない専門職養成課程が不可欠で
ある｡ 前述した法律家の再定義からすれば, 法科大学院教育の充実, 司法
試験改革, 弁護士資格の複線化および奨学金の更なる充実を前提に, 予備
試験制度は廃止すべきである｡
(43) 宮澤節生 ｢法科大学院論争のひとつの考古学―異なる法科大学院構想
における司法研修所の位置づけを中心に｣ (法曹養成と臨床教育 No. 5, 33
頁, 2012年) は, 法科大学院構想の初期にあった柳田幸男弁護士や第二東
京弁護士会の根本的改革論をもう一度見直すべきだとする｡
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A Proposal for Legal Education System Reform
Naoki IKEDA
Japanese Law School system has been struggling for survival since its
introduction in 2004. Judicial Reform Committee’s Report in 2001, which
aimed at establishing the rule of law universally in society, turned out to be
too optimistic about social demands for legal professions while lacking an
effective strategy to interconnect new lawyers with potential users including
corporations and governments.
Redefining a legal profession is a first step for remodeling the legal
education system in light of severe debates between the traditional genuine
model and the diversity model of lawyers. We must review and reform law
schools education from a view point of their “customers” in exits, i.e., real
world clients and in entrances, i.e., students. In order to match demand and
supply, a social design of the new system should be simple and visible.
My proposals are 1) creating new 3 categories of lawyer’s license,
international, corporate and administrative solicitors to induce diversity, 2)
arranging 4 different legal training courses, 3) redesigning bar exams
including introduction of a performance test, 4) establishing a new 2 year
course outside the law schools for those without basic legal education, and 5)
modifying curriculums of law school education.
Law School teachers and lawyers must vitalize discussions about our legal
education system, by returning to the philosophy of the judicial reform,
and recalling passion and excitement when the new law school system
started a decade ago.
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